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～フレクシビリティ、アグリゲータ、電力ベンチャーを中心に
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本日の問題意識
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①次世代技術(IoT、蓄電池やEV等の需要側資源革新)を活用し
たプラットホーム形成と関連ビジネスの成長は、最も進んでい
る欧州ではどのような姿になっているか

②それを成立させている条件(再エネ、エネルギー大手の事業経
営、市場、電力ベンチャー、M&A)はどのようなもので、政策サ
ポートや市場の設計どうなっているか

③プラットホームの性格と相互関係、送配電、アグリゲータの関係
はどう整理できるのか

④日本の電力市場と再エネ大量導入(特にポストFIT)を念頭に、
得るべき示唆はどのようなもので、どのようなプラットホーム形
成とビジネスのビジョンが描けるか

⑤電力×Ｘにはどんなポテンシャルがあるのか







再エネ市場統合をめぐって 4

[欧州の再エネ市場統合]
〇欧州では2000年代から電力卸市場流動化(前日市場、当日=イントラ市場)が十分

進んでおり、風力の優先給電による変動制の多くはゲートクローズ前に当日売買
を通じてBG(再エネ/DER/市場取引)アグリゲーターとBG・BRP(同時同量責任者)
により行われている。

〇優先給電の結果当日市場の取引量増大と価格ボラティリティの増大が見られ、
結果としてDER(分散型自家発、EV、蓄電池)の制御・タイムシフト(フレキシビリテ
ィ提供)を行うベンチャー企業が数多く現れている。

〇また、風力のプレーヤーも大きなトレーディング機能を持つ大手電力の存在感
が高まっており(オランダ:ENECO、デンマーク:Φrsted)、独立風力事業者も
これら大手トレーディング主体(ビッグBG)の同時同量・インバランス回避機能との
カップリングを重視するようになってきている。

[日本の場合]
〇一方、日本かつ太陽光の場合、メガソーラー単体では雲・気候観察&短時間予測

も同時同量需給管理も極めてより高度なスキルが必要。







ビックBGのAOT(自社BG、受託アグリゲーション&トレーディング)
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〇欧州での蓄電池やDRの容量はC&Iユーザーを中心に劇的に増えている。導入ユーザー
は大型・製造業から小さなアセットへと広がっている。フレキシビリティ(需給調整/配電線
安定化)の世界は大きく火力⇒非火力へと変わり、すべての建物はフレキシビリティ供給
者としていわばプロシューマ化する。
※フレキシビリティ=需給調整力と配電線安定維持能力を合わせた欧州の概念

デルタee・フィリパ・ハーディ博士(フレキシビリティ・蓄電池)ー

10すべての建物(もちろん住宅も)フレキシビリティになる

再生可能エネルギーが配電系統にたくさん入
ってくると、火力発電所や配電線の容量強化で
それに対応するよりも、家庭まで含むユーザー
が持つ蓄電池、給湯器、空調機等の動作能力
をうまく使った方が全体としてエコノミーになり、
温暖化対策上も有効です。











新しいビジネスモデル①～sonnen community
〇2010年設立。欧州最大の蓄電池アグリゲータ。
家庭用のsonnen蓄電池(PCS一体型)を設置し、市場価格
に合わせた制御するsonnen community(2016～)を運営
し、50000軒以上(ドイツ、英国、オランダ、スウェーデン、ノ
ルウェー、チェコ、スロバキア、米国・豪州等)
家庭用PV設置も合わせて行い、コミュニティ内の電力売買
が可能。環境価値を蓄電池に貯めて販売する。ユーザー間
で環境価値と電気を融通・売買するsonnen community
(ブロックチェーンも活用)を形成している。
2019 売上げ 7000万€、従業員300人(推定)

2019年、シェルが買収、グループ内に。
2019年末にsonnen Japanを設立済。
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新しいビジネスモデル②～VOLTALISの家電機器制御

 2008年設立。欧州最大級の家庭用機器最適化
ベンチャー。クラウドサービス企業。

 電気ヒーター、電気式給湯器、空調機器、蓄電池
等を遠隔一括制御しイントラ市場で売買(結果とし
て最適化運用と同じこと)

 コントロールボックスの設置費用はVoltalisが負

担、エネマネメリットは顧客に、イントラ市場での最
適化メリットはVoltalisにというビジネスモデル。
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再生可能デベロッパーによる再エネ準特定供給モデル 17

impactelectron社(バンコク)

〇REデベロッパーとして大規模な工場団地や商業施設集積屋根載せ太陽光を
設置し、エネルギーコストメリットは顧客に還元(タイでは買電価格を大幅に
下回るので自営線コストと合わせてもメリットあり)。

〇環境価値は日本政府のJCM他、環境価値付きの託送売電等様々な販売先を開拓。
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〇クルマ(ガソリン車)=1920年代以降、人類の分散型移動
手段として圧倒的な普及を見せてきた。

●電力システム=19世紀末に生まれ、1920年代以降劇的な
普及と堅牢な供給システムで社会の発展を支えてきた。

[クルマ⇒電気自動車]
〇駆動エネルギーとして電気
を使い、内部に貯蔵。

〇充電/停止/放電できるエネ
ルギー機器でもある。

[電力システム]
●太陽光の普及、人口減少
等で地域のネットワーク運
用が不安定化。
(需要側コネクト&マネージ)

●クルマをうまく使った安定化
という新しい手段

初めての融合による新たな社会システム

可能性と

課題

日本への示唆③～DER活用の入り口としてのe-Mobility











送配電プラットホーム/顧客サービス・DERプラットホームのイメージ
[送配電プラットホーム]
〇送配電設備や系統管理のためのデータ集積・利用・公開

〇スマートメータデータの集積・加工・活用(電力データと他データの複合、提供)

〇DER、フレクシビリティ(調整力、配電系統安定機能、非常時機能)の管理活用の
基本となる登録、能力情報収集

[アグリゲータ/小売り/その他サービスプラットホーム](連携・進化の可能性)
<アグリ>蓄電池・EV・太陽光等のアグリゲーション・一日前・当日市場での最適化

+送配電会社:TSO/DSOとのフレクシビリティ取引)

<小売り>顧客とのエネルギー取引・エネマネサービス等の提案、運用
+データ集積、分析

<サービス>P2P取引、環境価値等の新サービス、その他生活関連サービスへの展開
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DSO/ユーザー接点で二つのプラットホームが存在

役割分担を明確にし、ビジネス化が図れる形で送配電側の構築着手を進めることが望ましい。


